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告 示

高知県告示第540号

高知県土木部須崎土木事務所長から次のとおり公共測量を実施

する旨の通知を令和 8年 8月18日に受けたので、測量法（昭和24

年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第 3 項の規

定により告示する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　作業種類

公共測量（基準点測量）

2　作業期間

令和 8年 7月 8日から令和 9年 1月 3日まで

3　作業地域

須崎市上分丙

高知県告示第541号

高知県土木部中央西土木事務所長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知を令和 8年 8月18日に受けたので、測量法（昭和

24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第 3 項の

規定により告示する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　作業種類

公共測量（ 3級基準点測量）

2　作業期間

令和 8年 8月19日から同年12月 2 日まで

3　作業地域

吾川郡いの町池の内

高知県告示第542号

高知県土木部幡多土木事務所長から次のとおり公共測量を実施

する旨の通知を令和 8年 8月21日に受けたので、測量法（昭和24

年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第 3 項の規

定により告示する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　作業種類

公共測量（ 3級基準点測量）

2　作業期間

令和 8年 8月19日から令和 9年 2月17日まで

3　作業地域

幡多郡黒潮町熊野浦

高知県告示第543号

高知県土木部幡多土木事務所長から次のとおり公共測量を実施

する旨の通知を令和 8年 8月21日に受けたので、測量法（昭和24

年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第 3 項の規

定により告示する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　作業種類

公共測量（ 3級基準点測量）

2　作業期間

令和 8年 8月19日から令和 9年 3月25日まで

3　作業地域

四万十市西土佐橘

高知県告示第544号

国土交通省四国地方整備局中村河川国道事務所長から次のとお

り公共測量を実施する旨の通知を令和 8 年 8 月26日に受けたの

で、測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同

法第14条第 3項の規定により告示する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　作業種類

公共測量（用地測量）

2　作業期間

令和 8年 8月13日から令和 9年 3月19日まで

3　作業地域

幡多郡黒潮町伊田地内

高知県告示第545号

高知県土木部河川課長から次のとおり公共測量を実施する旨の

通知を令和 8年 8月27日に受けたので、測量法（昭和24年法律第

188号）第39条において準用する同法第14条第 3 項の規定により

告示する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　作業種類

公共測量（航空レーザ測深（レベル1000））

2　作業期間

令和 8年 8月18日から令和 9年 1月24日まで

3　作業地域

宇治川及び天神ケ谷川

高知県告示第546号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。

その関係図面は、令和 8年 9月11日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県幡多土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　宿毛城辺

3　道路の区域

高知県告示第547号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 2 項の規定により、

道路の供用を次のとおり開始する。

　その関係図面は、令和 8年 9月11日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県幡多土木事務所において一般の縦覧に供する。

　　令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　宿毛城辺

3　道路の区域

区 　　　 　間
延　　　　長

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

変更前

後の別

宿毛市小深浦字ムソ

ノワダ395番 3 から

宿毛市小深浦字壱町

五反地389番 2 まで

〜 97前

〜 97後

10.6

33.9

10.6

33.9

供 用 開 始 区 間
延　　　　長

（メートル）
供用開始年月日

宿毛市小深浦字ムソノワダ
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高知県告示第548号

道路法（昭和27年法律第180号）第37条第 1 項の規定に基づ

き、道路の占用を制限する区域を次のとおり指定することとした

ので、同条第 3項の規定により告示する。

その関係図面は、令和 8年 9月11日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県高知土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

1　指定する道路の路線名及び占用を制限する区域

2　制限の対象とする占用物件

新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日前に占用

を認められた電柱の更新又は移設による場合を除く。）。ただ

し、電柱を地上に設けるやむを得ない事情があり、当該道路の

敷地外に直ちに用地を確保することができないと認められる場

合は、この限りでない。

3　占用を制限する理由

幅員が著しく狭い歩道の部分について占用を制限することに

より、歩行者の安全かつ円滑な通行を図るため。

4　占用の制限の開始の期日

令和 8年 9月25日

97
令和 8年 9月11

日

395番 3 から

宿毛市小深浦字壱町五反地

389番 2 まで

占用を制限する区域

高知市中万々809番 1 から

高知市万々字木ノ下352番まで

路線名

県道弘瀬高知

高知県告示第549号

昭和39年 4 月高知県告示第110号（指定金融機関等の名称、位置）の一部を次のように改正し、

令和 8年 9月12日から施行する。

令和 8年 9月11日

高知県知事　濵田　省司

別表の 3　収納代理金融機関の表中

を

に改める。

〃　　　　　　　　初月〃

〃　　　　　　　　中央〃

〃　　　　　　　　潮江〃

〃　　　　　　　　三里〃

〃　　　　　　　　長浜〃

〃　　　　　　　　旭〃

〃　　　　　　　　鴨田〃

〃　　　　　　　　朝倉〃

〃　　　　　　　　大津〃

〃　　　　　　　　介良〃

〃　　　　　　　　潮江〃

〃　　　　　　　　旭〃

〃　　　　　　　　鴨田〃

〃　　　　　　　　朝倉〃

〃　　　　　　　　大津〃

「

「

」

」

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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監 査 公 表

監査公表第12号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 9 項の規定によ

り、高知県知事等宛て報告を行ったところ、高知県知事等から措

置結果について通知があったので、同条第14項の規定により、次

のとおり公表する。

令和 8年 9月11日

高知県監査委員

8高行管第179号

令和 8年 6月30日

高知県監査委員　様

高知県知事

令和 7年度行政監査結果に対する措置について（通

知）

令和 8年 2月18日付け 7高監報第14号で報告のありました、令

和 7年度行政監査結果に対しては、下記のとおり措置を講じまし

た。

記

第 1　監査委員の意見

売払代金の納付について

多くの監査対象機関では、生産品の引渡し後に売払代金を納

付させているが、国債その他確実な担保を提供させ、利息を付

して延納の特約をしている機関はなかった。

また、担保の提供を免除し、又は利息を付さないことについ

て、その根拠及び理由を施行伺に記載しているのは 1機関のみ

であった。

高知県財産規則第93条第 3項の規定に基づき生産品の引渡し

後に売払代金を納付させる場合は、国債その他確実な担保を提

供させ、利息を付することとされている。

また、上記の場合において、同規則第95条の規定により、特

に担保を提供させることが必要でないと認めるとき、又は利息

を付することが適当でないと認めるときは、担保の提供を免除

し、又は利息を付さないことができる。これらの規定を踏ま

え、適切な事務処理を行われたい。

第 2　措置の内容

売払代金の納付について

1　農業振興部

当部で売り払う生産品については、速やかな売払いが必

要な青果や、売払代金が引渡し後に確定するもの、納付に

2か月程度かかるものなど、売払代金を一時に納付するこ

とが困難なものがあります。また、契約の相手方は町村が

主体となって設立した法人や法令に基づく法人などである

ことに加え、これまでに売払代金の未納等はなく、誠実に

契約を履行している実績があることから、財産規則第93条

及び第95条の規定により、担保の提供を免除し、利息を付

していないものがありました。

この場合、施行伺又は契約締結伺に理由を記載しなけれ

ばならないところ、担当者及び決裁者の認識不足、また所

属内でのチェック機能が十分でなかったことから、理由の

記載が漏れていました。

今後は、担保の提供を免除し、又は利息を付さない場合

は、その根拠及び理由を施行伺又は契約締結伺に記載する

よう周知徹底するとともに、決裁時の確認を徹底します。

併せて、内部統制制度のリスク評価シートに反映し、再

発防止に努めます。

2　林業振興・環境部

当部 2所属では、木材の売払いに当たっては、契約の相

手方に木材の販売を委託する「木材の販売契約」を締結し

ています。そのため、県に納付される代金は、当該契約に

基づく売払代金であり、担保の提供や利息を付す性質のも

のではないことから、高知県財産規則第95条の規定に基づ

き担保の提供を免除し、又は利息を付しておりません。

しかしながら、担当者及び決裁者の物品売払いに関する

事務についての認識不足のため、施行伺（木材販売契約）

にその根拠及び理由の記載が漏れていました。

今回の指摘を受けて、今年度、同様の事案がある 1所属

において、施行伺に必要事項を追記しました。今後は、関

係規則等にのっとって適切な事務処理に努めます。

3　水産振興部

当部水産試験場（以下「場」という。）では、「高知県

財産規則の施行に伴う物品関係事務の取扱いについて（通

達）」において「実習等により生産又は製造された物品

（取得した物品に加工又は修理を加えたものを含む。）を

売り払う場合は、規則第93条第 3項第 3号の適用であるこ

と」とされており、本件売払いについては、活魚の売払い

という特殊性から相手方が限定されるうえ、相手方（水産

事業者）と場との関係からも、債権確保に支障がないと認

められることから、高知県財産規則第95条の規定に基づき

担保の提供を免除し、又は利息を付しておりません。

しかしながら、場の担当者及び決裁者の認識不足によ

り、売払いの際の施行伺にその根拠及び理由の記載が漏れ

ていました。

今後、売払いの際に同規定を適用する場合には、施行伺

にその根拠及び理由を明記し、適切な事務処理に努めま

す。

8高教政第261号

令和 8年 6月22日

高知県監査委員　様

高知県教育長

令和 7年度行政監査結果に対する措置について（通

知）

令和 8年 2月18日付け 7高監報第14号で報告のありました、令

和 7年度行政監査結果に対しては、下記のとおり措置を講じまし

たので通知します。

記

1　監査委員の意見

( 1 )　売払代金の納付について

多くの監査対象機関では、生産品の引渡し後に売払代金を

納付させているが、国債その他確実な担保を提供させ、利息

を付して延納の特約をしている機関はなかった。

また、担保の提供を免除し、又は利息を付さないことにつ

いて、その根拠及び理由を施行伺に記載しているのは 1機関

のみであった。

高知県財産規則第93条第 3項の規定に基づき生産品の引渡

し後に売払代金を納付させる場合は、国債その他確実な担保

を提供させ、利息を付することとされている。

また、上記の場合において、同規則第95条の規定により、

特に担保を提供させることが必要でないと認めるとき、又は

利息を付することが適当でないと認めるときは、担保の提供

を免除し、又は利息を付さないことができる。これらの規定

を踏まえ、適切な事務処理を行われたい。

( 2 )　現金の受領について

高知農業高等学校では、生産物の販売において生徒に現金

を受領させる際に、現金取扱員が同行していなかった。

「「高知県生産品等事務取扱要領」の一部改正について」

（平成31年 4 月 1 日付け31高会計第 3号会計管理局長通知）

においては、生産品の実習販売時の対応として、現金取扱員

である教職員が売払担当職員として同行するよう示されてい

ることから、適切な事務処理を行われたい。

( 3 )　金融機関への現金の払込みについて

嶺北高等学校及び高知追手前高等学校吾北分校では、現金

取扱員に任命されていない会計年度任用職員が金融機関への

現金の払込みを行っていた。

高知県会計規則第35条第 3項及び第 5項の規定により、金

融機関への現金の払込みを行うことができるのは出納員又は

現金取扱員に限られていることから、適切な事務処理を行わ

れたい。

2　措置の内容

( 1 )　売払代金の納付について

生産品の売払代金納付について、高知県財産規則第95条の

規定により、特に担保を提供させることが必要でないと認め

るとき、担保を免除する根拠及び理由を施行伺に記載できて

おりませんでした。
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以後、売払いの際に同規則第95条に該当する場合は、施行

伺に理由を記載し、適正な事務処理に努めてまいります。

( 2 )　現金の受領について

実習販売における現金の受領は、現金取扱員が同行するこ

とが平成31年 4 月 1 日付け31高会計第 3号「「高知県生産品

等事務取扱要領」の一部改正について」で通知されていると

ころ、認識が不十分であったことにより、高知農業高等学校

において同行がされていませんでした。

当該通知を改めて周知するとともに、今回の不適切な対応

の要因となった複数班が同時に実習販売を行う場合には、全

ての班に現金取扱員が同行できるよう計画を立て、適正に対

応してまいります。

( 3 )　金融機関への現金の払込みについて

高知県会計規則における現金の収納についての認識が不十

分であったことにより、出納員、現金取扱員でない職員が金

融機関への現金払込みを行っていました。

現金取扱いの重要性を理解し、高知県会計規則にのっと

り、金融機関への現金払込みは、出納員又は現金取扱員が行

い、適正な事務処理に努めてまいります。
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